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地域の共生施策に関する連携
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地域の共生施策に関する連携

 協力確認書の作成、提出

 在留諸申請における申告

在留諸申請の申請書に記載事項あり

 1号特定技能外国人支援計画の
作成・実施

1号特定技能外国人支援計画書に
記載事項あり

 地方公共団体から協力を求めら
れたら対応する

作成者 特定技能所属機関

提出先
（両方）

•特定技能外国人が活動する
事業所の所在地（市区町村）
•特定技能外国人の住居地
（市区町村）

提出の
タイミング

在留諸申請を行う前

出典:出入国在留管理庁HP 
「外国人材の受入れ及び共生社会の実現に向けた取組」より
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地域の共生施策に関する連携

提出先の都道府県名、
市区町村名を記入

市区町村名への
提出日を記入

出典:出入国在留管理庁HP 
「特定技能制度における地域の共生施策に関する連携」
「協力確認書（記載例）」より

•特定技能所属機関名は、正式名称（個人事業主は氏名）を記入

•事業所の所在地は、特定技能外国人が活動する事業所の所在地を記入
（例）本社勤務→本社の所在地
（例）本社以外に勤務→特定技能外国人が活動している事業所の所在地

•担当者は、地方公共団体との連絡窓口となる担当者（必ずしも支援責任
者または支援担当者である必要はない）

•【直接雇用の場合】
特定技能所属機関の情報を記入（登録支援機関ではない）

•【派遣形態の場合】
特定技能所属機関の名称、担当者連絡先
電話番号、メールアドレス
事業所の所在地→派遣先を記入

• 基本的に一度提出すれば、再提出は不要
（ただし、特定技能外国人の転居、事業所
の所在地・担当者連絡先等の変更が生じ
た場合、改めて提出する）

• 特定技能外国人が所属する事業所ごと
に提出

協力確認書

→派遣元を記入

ポイント!
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地域の共生施策に関する連携

記載内容

申請書 所属機関等作成用3 V

 必要な協力をすることとしていることの有無
 協力確認書の提出の有無
 協力確認書の提出年月日、提出先市区町村名

申請書

出典:出入国在留管理庁HP 
「在留資格「特定技能」」より
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地域の共生施策に関する連携

記載内容

「1号特定技能外国人支援計画書」
（参考様式第1-17号）

 共生施策を確認した市区町村名
（支援対象者が活動する事業所の
所在地＆支援対象者の住居地）

 確認日
 確認方法

• 地方公共団体にて実施する共生施策

を確認した上で、共生施策を踏まえ

た支援計画を作成・実施する。

• 共生施策を踏まえた支援を行う場合、

支援計画書のIV支援内容の自由記

入欄に記載する。

出典:出入国在留管理庁HP 
「特定技能関係の申請・届出様式一覧」
「1号特定技能外国人支援に関する運用要領」より

ポイント!
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在留諸申請の提出書類、提出書類省略のルール
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在留諸申請の提出書類、提出書類省略のルール

＊提出を省略する場合でも、必要に応じて入管から提出を求められた場合、書類を提出する必要がある。

提出書類省略の要件

以下の全ての要件(●)を満たす特定技能所属機関は、左記の書類の提出を
省略できる
⚫ 過去3年間に指導勧告書の交付又は改善命令処分を受けていない機関
⚫ 在留諸申請をオンライン申請で行う
⚫ 各届出を電子届出で行う
⚫ 以下のいずれかに該当する機関

① 日本の証券取引所に上場している企業
② 保険業を営む相互会社
③ 高度専門職省令第１条第１項各号の表の特別加算の項の中欄イ又はロの対象企

業（イノベーション創出企業）
④ 一定の条件を満たす企業等(注：省庁が所管する一定の認定制度等における認定等

を受けている企業等)

⑤ 前年分の給与所得の源泉徴収票等の法定調書合計表中、給与所得の源泉徴収
票合計表の源泉徴収税額が１，０００万円以上ある団体・個人 

⑥ 特定技能所属機関として３年間の継続した受入れ実績を有し、過去３年間に債
務超過となっていない法人

初めて特定技能外国人を受け入れる場合

申請人に関する
必要書類

所属機関に関す
る必要書類

分野に関する
必要書類

•特定技能外国人の
報酬に関する説明
書（1-4号）

•雇用の経緯に係る
説明書（1-16号）

•特定技能所属機関概要書
（1-11-1号）

•登記事項証明書
•業務執行に関与する役員
の住民票の写し

•特定技能所属機関の役員
に関する誓約書（1-23号）

• （特定技能所属機関の）
労働保険料、社会保険料、
国税、法人住民税の納付に
係る資料

このうち、要件を満たせば省略できる書類

3種類の必要書類の提出が必要

出典:出入国在留管理庁HP 
「特定技能外国人受入れに関する運用要領」より

過去に受入れ実績がある機関でも受入れを終了し、
直近の定期届出が提出されていない場合を含む
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在留諸申請の提出書類、提出書類省略のルール

＊提出を省略する場合でも、必要に応じて入管から提出を求められた場合、書類を提出する必要がある。

特定技能外国人を受け入れている（受入れを継続している）場合

申請人に関する
必要書類

所属機関に関す
る必要書類

分野に関する
必要書類

•特定技能外国人の報
酬に関する説明書
（1-4号）

•雇用の経緯に係る説
明書（1-16号）

このうち、省略できる書類

申請人に関する必要書類と
分野に関する必要書類の提出が必要

所属機関に関する必要書類は、在留諸申請時に
提出不要だが、代わりに、1年に1度提出する
定期届出の添付書類として入管へ提出する。
（定期届出の詳細はP.11を参照）

出典:出入国在留管理庁HP 
「特定技能外国人受入れに関する運用要領」より

不要
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届出の変更点
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特定技能所属機関 届出の変更点：定期届出

• 提出頻度、提出時期、届出事項、添付書類が変更
• 賃金台帳の写しは今後は提出不要

提出頻度

1年に1回

提出時期

対象年の翌年4/1～5/31までに提出

届出事項（対象年の4月1日～翌年3月31日までの状況）

• 受け入れている特定技能外国人数
• 実労働日数
• 所定内実労働時間数
• 超過実労働時間数
• きまって支給する現金給与額（超過労

働給与額を含む）

• 対象期間中の賞与、期末手当等特別給
与額

• 控除額
• 昇給率
• 支援の実施状況
• 備考

添付書類

特定技能所属機関の適格性に関する書類
（右記の※）を省略しない場合

特定技能所属機関の適格性に関する書類
（右記の※）を省略する場合

• 特定技能所属機関の適格性に関する書
類（右記の※）

• 特定産業分野ごとに提出を要する書類
• 基準適合性及び特定産業分野に係る説

明書(5-17号)

【右記の要件（〇）を満たす必要がある】
• 特定産業分野ごとに提出を要する書類
• 基準適合性に係る誓約書・特定産業分

野に係る説明書(5-16号)

報酬の支払方法が預貯口座への振込以外の方法の場合⇒報酬の支払証明書（5-7号）

※特定技能所属機関の適格性に関する書類

•特定技能所属機関概要書（1-11-1号）
•登記事項証明書
•業務執行に関与する役員の住民票の写し
•特定技能所属機関の役員に関する誓約書（1-23号）
•（特定技能所属機関の）労働保険料、社会保険料、国税、法人住民
税の納付に係る資料

〇適格性に関する書類の省略要件

以下の全ての要件(●)を満たすこと
⚫ 過去3年間に指導勧告書の交付又は改善命令処分を受けていない機関
⚫ 在留諸申請をオンライン申請で行う
⚫ 各届出を電子届出で行う
⚫ 以下のいずれかに該当する機関

① 日本の証券取引所に上場している企業
② 保険業を営む相互会社
③ 高度専門職省令第１条第１項各号の表の特別加算の項の中欄イ又はロ

の対象企業（イノベーション創出企業）
④ 一定の条件を満たす企業等(注：省庁が所管する一定の認定制度等におけ

る認定等を受けている企業等)

⑤ 前年分の給与所得の源泉徴収票等の法定調書合計表中、給与所得の
源泉徴収票合計表の源泉徴収税額が１，０００万円以上ある団体・個人 

⑥ 特定技能所属機関として３年間の継続した受入れ実績を有し、過去３
年間に債務超過となっていない法人

出典:出入国在留管理庁HP 
「特定技能外国人受入れに関する運用要領」より

＊提出を省略する場合でも、必要に応じて入管から提出を求められた場合、書類を提出する必要がある。

特定技能外国人の受入れ・活動・支援実施状況に関する届出（3-6号）＋別紙1＋(必要に応じて)別紙2
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特定技能所属機関 届出の変更点：随時届出①
出典:出入国在留管理庁HP 
「特定技能外国人受入れに関する運用要領」
「特定技能所属機関・登録支援機関による届出(提出書類)」
「特定技能制度に係る随時届出・随時報告に関するQ&A」より

＊届出の内容によって、追加で書類を求められることがある。

受入れ困難に係る届出(3-4号)

• 1ヶ月以上の活動未実施の場合 → 「1ヶ月以上の活動未実施期間が生じた際の状況説明書（5-14号）」

• 行方不明の場合 → 「行方不明が判明した際の状況説明書（5-15号）」

• 上記2点以外の事由の場合 → 「受入れ困難となるに至った経緯に係る説明書（5-11号）」

留意点

添付書類

• 特定技能外国人の受入れが困難となった場合、14日以内に提出する届出。
（例）特定技能所属機関都合の退職、特定技能外国人の行方不明・死亡 など

• 自己都合退職の申出があった場合、3-4号の提出は不要（雇用契約終了に係る届出は必要）

• （新たな届出事由）1ヶ月以上「特定技能」に基づく活動ができない場合、3-4号の提出が必要

【1ヶ月以上の活動未実施期間が生じた例】
✓特定技能外国人が許可を受けた日から1ヶ月経過しても就労を開始していない場合
✓特定技能外国人が雇用後に1ヶ月以上活動ができない事情が生じた場合

⇒（例）生産ラインの縮小、業務中の病気・けがなどによる休業、妊娠・出産・育児のための休業、
私生活上の病気・けがなどによる休業 など

※ただし、特定技能外国人の意思で有給休暇等により、1ヶ月以上活動しない場合、3-4号の提出は不要。
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特定技能所属機関 届出の変更点：随時届出②
出典:出入国在留管理庁HP 
「特定技能外国人受入れに関する運用要領」
「特定技能制度に係る随時届出・随時報告に関するQ&A」より

特定技能雇用契約及び1号特定技能外国人支援計画の
基準等を定める省令の基準不適合に係る届出書（3-5号）

基準不適合に係る説明書（特定技能所属機関作成用）（5-18号）

留意点

添付書類

• 変更「出入国又は労働に関する法令に関し不正又は著しく不当な行為（不正行為）」
⇒「特定技能基準省令第2号第1項各号及び同条第2項各号に適合しない場合」

• 特定技能所属機関が、基準に適合しないこととなる事由（以下、基準不適合という）が生じたことを認知
した場合、認知の日から14日以内に提出が必要

• 基準不適合の例
✓ 税金や社会保険料等の滞納が発生したとき
✓ 特定技能外国人が従事することとされている業務と同種の業務に従事していた労働者（日本人及び

他の在留資格で就労している外国人を含む。）に関し、非自発的離職を発生させたとき
✓ 関係法律による刑罰を受けたとき
✓ 実習認定の取消しを受けたとき
✓ 出入国又は労働関係法令に関する不正行為を行ったとき
✓ 外国人に対する暴行行為、脅迫行為又は監禁行為が発生したとき
✓ 外国人に支給する手当又は報酬の一部又は全部を支払わない行為が発生したとき など

• 一時的に基準不適合になったが、1４日以内に是正することができた場合
→3-5号と5-18号の提出は必要

＊届出の内容によって、追加で書類を求められることがある。
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特定技能所属機関 届出の変更点：随時届出③
出典:出入国在留管理庁HP 
「特定技能外国人受入れに関する運用要領」
「特定技能制度に係る随時届出・随時報告に関するQ&A」
「特定技能所属機関による届出 提出資料一覧表（随時）」より

1号特定技能外国人支援計画の実施困難に係る届出（3-7号）

• 1号特定技能外国人から相談・苦情を受けた場合→「相談記録書(5-4号)」写し
• 定期的な面談を実施した上で支援の実施困難な事情が発生した場合/支援対象の特定技能外国人の行方

不明または死亡を知った場合→対象者の直近の「定期面談報告書(5-5号、5-6号)」写し
• 非自発的離職者に対する転職支援を実施した場合→「転職支援実施報告書(5-12号)」
• 実施予定であった支援を実施しなかった場合→「支援未実施に係る理由書（5-13号）」
• 届出期間内に届出ができなかった場合→「理由書」(任意様式)

留意点

添付書類

• 新設 （旧3-7号「支援実施状況に係る届出」⇒新3-6号「受入れ・活動・支援実施状況に係る届出」に吸収）

• 特定技能所属機関による自社支援の場合で、支援の実施困難となる事由が生じた場合、当該認知の日か
ら14日以内に提出が必要

• 支援の実施困難の例
✓支援計画に記載された支援を実施することができなかった場合

※本人の申出により支援を実施しなかった場合は届出の対象外（申出については記録として保管する必要がある）

✓定期的な面談や特定技能外国人からの相談等の支援を通じて、特定技能外国人の職業生活上、日常生
活上または社会生活上の問題を把握し、特定技能所属機関内での問題解決が困難であり、問題解決に
向けて行政機関等の他機関への相談等を実施した場合（例：非自発的離職の発生によるハローワークへ
の相談などの転職支援を実施した場合 など）
※生活上必要な行政手続等を行うための行政機関等への付き添いは含まない。

• 支援を通じて基準不適合となった事実を把握した場合→3-5号と5-18号を提出

＊届出の内容によって、追加で書類を求められることがある。
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登録支援機関 届出の変更点：定期届出
出典:出入国在留管理庁HP 
「特定技能外国人受入れに関する運用要領」より

＊届出の内容によって、追加で書類を求められることがある。

特定技能外国人の受入れ・活動・支援実施状況に係る届出（3-6号）

留意点

• 作成方法、提出頻度、提出時期、届出事項が変更

変更前 変更後

作
成
方
法

登録支援機関が「支援実施状況に係る届
出書(4-3号)」を作成、提出

• 特定技能所属機関が「受入れ・活動・支援実施状況に
係る届出(3-6号)」を作成、提出

• 登録支援機関は、支援実施に係る内容を支援の全部
委託を受けた特定技能所属機関と共有する

• 特定技能所属機関と登録支援機関が連名で署名する
• 特定技能所属機関を経由して提出

提
出
頻
度

4半期に1回
• 1年に1回
• 対象年の翌年4/1～5/31までに提出

届
出
事
項

• 支援実施状況
• 1号特定技能外国人に対する出入国/

労働関係法令違反等の状況
• 1号特定技能外国人の行方不明その他

の問題発生状況
• 登録支援機関の適格性に関する点

• 受け入れている特定技能外国人数
• 労働条件等（実労働日数、所定内実労働時間数、現金

給与額、控除額、賞与、昇給率など）
• 支援実施状況（活動日数、年間の報酬支給総額、報酬

の支払方法など）

注意！
支援実施に係る内容を特定技能所属機関
と共有した上で、特定技能所属機関が提出。
登録支援機関が作成する届出ではなくなる。
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登録支援機関 届出の変更点：随時届出
出典:出入国在留管理庁HP 
「特定技能外国人受入れに関する運用要領」
「特定技能制度に係る随時届出・随時報告に関するQ&A」
「特定技能所属機関による届出 提出資料一覧表（随時）」より

© JITCO 2025 ＊届出の内容によって、追加で書類を求められることがある。

1号特定技能外国人支援計画の実施における特異事案報告（4-3号）

• 1号特定技能外国人から相談・苦情を受けた場合→「相談記録書(5-4号)」写し
• 定期的な面談を端緒として報告する場合/特定技能外国人の行方不明または死亡を知った場合

→事案が記載された「定期面談報告書(5-5号、5-6号)」写し
• 非自発的離職者に対する転職支援を実施した場合→「転職支援実施報告書(5-12号)」
• 実施予定であった支援を実施しなかった場合→「支援未実施に係る理由書（5-13号）」
• 特定技能所属機関の基準不適合を把握した場合→「基準不適合に係る説明書(5-19号)」
• 届出期間内に届出ができなかった場合→「理由書」(任意様式)

留意点

添付書類

• 新設（旧4-3号「支援実施状況に係る届出」⇒新3-6号「受入れ・活動・支援実施状況に係る届出」に吸収）

• 登録支援機関が支援の全部委託を受けている場合で、支援の実施困難となる事由が生じた場合や、支援の委託を
受けた特定技能所属機関の基準不適合を把握した場合に提出が必要

• 支援の実施困難の例
✓ 支援計画に記載された支援を実施する事ができなかった場合

※本人の申出により支援を実施しなかった場合は届出の対象外（申出については記録として保管する必要がある）

✓ 支援対象の特定技能外国人に関し、行方不明の発生または死亡を知った場合
✓ 定期的な面談や特定技能外国人からの相談等の支援を通じて、特定技能外国人の職業生活上、日常生活上または

社会生活上の問題を把握し、特定技能所属機関内での問題解決が困難であり、問題解決に向けて行政機関等の
他機関への相談等を実施した場合（例：非自発的離職の発生によるハローワークへの相談などの転職支援を実施し
た場合 など）
※生活上必要な行政手続等を行うための行政機関等への付き添いは含まない。

• 特定技能所属機関の基準不適合を把握した場合→必要に応じて労働基準監督署やその他関係機関への通報を行い、
特定技能所属機関の責任者に対し、基準不適合が生じている旨を通知し、3-5号と5-18号を届け出るよう連絡する。
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その他の変更点
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その他①
出典:出入国在留管理庁HP 
「特定技能外国人受入れに関する運用要領」より

特定技能所属
機関に関する
不正行為

特定技能所属機関の不正行為の類型として以下が追加

「ヘ １号特定技能外国人支援計画に基づく支援に関し、出入国又は労働に関する
法令違反や特定技能基準省令の基準不適合等の事実を隠蔽する目的で特定技能
外国人の意思表示等を妨げる行為又は必要な記録等を作成しない行為」

登録支援機関
に関する
不正行為

登録支援機関の不正行為の類型として以下が追加

「カ １号特定技能外国人支援計画に基づく支援に関し、出入国又は労働に関する
法令違反や特定技能基準省令の基準不適合等の事実を隠蔽する目的で特定技能
外国人の意思表示等を妨げる行為又は必要な記録等を作成しない行為」

「ヨ 特定技能所属機関から全部委託を受けた支援の実施について、別の機関に
再委託する行為又は再委託を受ける行為」

「タ １号特定技能外国人支援に関し、特定技能所属機関が基準不適合となった事
実を隠蔽する目的で地方出入国在留管理局に必要な報告をしない行為又は虚偽
の報告を行う行為」
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その他②
出典:出入国在留管理庁HP 
「特定技能制度における運用改善について」
「特定技能外国人受入れに関する運用要領」より

参考様式の
変更

⚫「徴収費用の説明書（1-9号）」を廃止
※『居住費の徴収の有無、居住費として徴収する費用、など』の点は「1号特定技
能外国人支援計画書（1-17号）」に組み込まれた。

⚫「出入国在留管理庁電子届出システムに関する誓約書(1-30号)」
を廃止
※提出書類省略のルールが変更になったため。

保証金の
徴収・違約金
契約等に
関するもの

例の追加

「不当に金銭その他の財産の移転を予定する契約」に該当する例と
して以下の例を追加

• 受入れ外国人が一定期間勤務することを停止条件として貸付金の返済を免除
する内容の契約

• 受入れ外国人が返済途中に退職した場合に貸付金の残額を一括で返済する内
容の契約 など
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その他③

変更前 変更後

特定技能所属機関から
委託を受けた登録支援
機関が、車両を利用して
送迎する場合、登録支援
機関が道路運送法上の
必要な許可を受けてい
なければ、道路運送法違
反となる可能性がある。

「生活支援サービスなどとの一体運送」(※)であれば道路運送法違反に当たらない。

●生活支援サービスなどとの一体運送の例

（入国時）
• 運送先の受入れ機関内の事務所等で生活オリエンテーションを実施
• 登録支援機関の事務所を経由地として、そこで生活オリエンテーションを実施、

その後、受入れ機関または特定技能外国人の自宅への運送
• 運送先の特定技能外国人の自宅で生活オリエンテーションを実施 など

（出国時）
• 金融機関の預貯金口座の解約手続等を補助した後の港又は空港への運送
• 国外転出手続等公的手続を補助した後の港又は空港への運送 など

※生活支援サービスなどとの一体運送の詳細及び保険料の範囲については、「道路
運送法における許可又は登録を要しない運送に関するガイドライン」を参照

出典:出入国在留管理庁HP 
「1号特定技能外国人支援に関する運用要領」より

ガイドライン
(文章)

ガイドライン
(イラスト版)

出入国する際の送迎
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その他④

• 対面による定期面談⇒一定のルール内におけるオンライン面談が実施可能
• オンライン面談のルール

出典:出入国在留管理庁HP 
「1号特定技能外国人支援に関する運用要領」より

✓ オンライン会議システムやテレビ電話（面談担当者と面談対象者が互いに表情等を確認しながら会話が可能なシステム）等を
活用した面談

✓ オンライン面談の実施について面談対象者の同意がある。

✓ 面談対象者の同意がない場合や（過去に同意をしていても）面談対象者が対面による面談を希望した場合には、対面による
面談を実施する必要がある。

✓ オンライン面談の様子を録画して一定期間（特定技能雇用契約の終了日から１年以上）保管し、入管から録画記録の閲覧の求
めがあれば、応じる必要がある。

✓ オンライン面談の結果、１号特定技能外国人の業務内容、待遇及び保護に関する事項において問題があることが疑われる場
合や第三者による面談への介入が疑われる場合には、改めて対面による面談を行う必要がある。

✓ オンライン面談の実施に当たり、以下の①～③を踏まえて実施することが望まれる
① 受入れ後初めての面談及び面談担当者変更後の初めての面談については、対面による面談を実施すること
② オンライン面談を活用する場合であっても、１年に１回以上は対面による面談を実施すること
③ オンライン面談を実施する場合、周囲に面談対象者以外の者がおらず、面談対象者が第三者の影響を受けずに発言して

いることを確認し、その際には、 
• 開始前に面談対象者に部屋全体を映してもらい、周囲に人がいないことを確認する。
• 開始前に面談対象者がイヤホン等を装着していないこと、別のモニターやマイクがないことを確認する。
• 面談対象者には、正面（カメラ）を向いて話すよう依頼する。
• 不審な点があった場合には、面談実施後に面談対象者に個別に連絡を取り、当時の状況を確認する。
• 面談時に毎回同じ質問を繰り返すのではなく、質問の順番を変える、質問の仕方を変えるなどして面談対象者の様子を確認する。 など 

定期的な面談におけるオンラインの活用
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個別相談 セミナー

受入れ
支援サービス

⚫ 技能実習制度、特定技能制度に関する相談
⚫ 監理団体、実習実施者への訪問相談、支援
⚫ 職種、特定産業分野の相談

⚫ 技能実習制度説明会
⚫ 特定技能制度説明会
⚫ 特定技能外国人受入れ実務者ｾﾐﾅｰ
⚫ 講師派遣

手続き
支援サービス

⚫ 外国人技能実習機構への技能実習計画認定
申請書類の点検・提出

⚫ 地方出入国在留管理局への入国・在留諸申請
書類の点検・取次

⚫ 申請書類の作成支援

⚫ 外国人材受入れセミナー（入国・在留手
続と申請等取次制度について）

送出し
支援サービス

⚫ 受入れ機関等への送出し国・送出機関に関す
る情報提供・相談

⚫ 受入れ機関等と送出し国・送出機関とのマッ
チング支援

⚫ 送出機関に対する相談支援
⚫ 送出機関への各種資料提供

⚫ 送出機関と受入れ機関等を対象とした
セミナー（ジョイントセミナーや各国事情
説明会など）

人材育成
支援サービス

⚫ 技能向上支援
⚫ 日本語教育支援
⚫ 教材・テキストの販売（電子教材サイト）

⚫ 日本語指導担当者セミナー

⚫ 外国人材との「やさしい日本語」話し方
セミナー

実習生保護
支援サービス

⚫ 外国人技能実習生総合保険
⚫ 特定技能外国人総合保険等の普及

⚫ 法的保護情報講習への講師派遣

JITCOは、会場で受講していただくセミナー以外に、事業所や自宅等で受講可能なWEB(ZOOＭ)セミナーも実施しています。
詳細は、JITCO－ＨＰでご確認ください。 https://www.jitco.or.jp/ja/seminar/

JITCOは外国人技能実習制度・特定技能制度の総合支援機関です

JITCOは技能実習制度の
養成講習機関として、
監理責任者・技能実習責任者等
の養成講習を実施しています。
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・アンケートへのご協力を

お願いいたします。

• 講義に関するご質問は、

アンケート画面最下部にあります  

「お問い合わせフォーム  」からお願いします。

ご清聴ありがとうございました

（お問い合わせ先）

J I T C O 実習支援部相談支援課

0 3 - 4 3 0 6 - 1 1 6 0
h t t p s : / / w w w . j i t c o . o r . j p / j a / j i t c o / c o n t a c t . h t m l

「続行」ボタンを押す

講義終了後・・・


	スライド 0: 特定技能　運用要領改正 ポイント
	スライド 1: 目次
	スライド 2
	スライド 3: 地域の共生施策に関する連携
	スライド 4
	スライド 5: 地域の共生施策に関する連携
	スライド 6: 地域の共生施策に関する連携
	スライド 7
	スライド 8: 在留諸申請の提出書類、提出書類省略のルール
	スライド 9: 在留諸申請の提出書類、提出書類省略のルール
	スライド 10
	スライド 11: 特定技能所属機関　届出の変更点：定期届出
	スライド 12: 特定技能所属機関　届出の変更点：随時届出①
	スライド 13: 特定技能所属機関　届出の変更点：随時届出②
	スライド 14: 特定技能所属機関　届出の変更点：随時届出③
	スライド 15: 登録支援機関　届出の変更点：定期届出
	スライド 16: 登録支援機関　届出の変更点：随時届出
	スライド 17
	スライド 18: その他①
	スライド 19: その他②
	スライド 20: その他③
	スライド 21: その他④
	スライド 22
	スライド 23

